様式第１号（第５条関係）
　　年　　月　　日　
　鳥取県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　申請者　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　企 業 名
　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　　　　　
○○年度鳥取県産業未来共創事業環境整備補助事業認定申請書
　補助事業の認定を受けたいので、鳥取県産業未来共創事業環境整備補助金交付要綱第５条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
記

１　企　業　名
２　本社所在地
３　事業計画の概要
（１）場所
（２）新設又は増設の別
  （３）生産品目等
（４）生産量及び生産額
（５）従業員数
（６）事業開始（予定）年月日
（７）事業完了（予定）年月日
（８）操業開始（予定）年月日
４　算定基準額

	区　　分
	数　量
	金 額（千円）
	摘　　　要

	土　　　地
	
	
	

	建　　　物
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	機 械 装 置
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	その他償却資産
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	合　　　計
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	他の補助金の活用の有無　　（　有　・無　）

	他の補助金の額
	
	
	当該補助金に係る問い合わせ先

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	


　 　※「金額」欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入する

こと。

　　　※ 他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をすること。

「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。

　（注）排水処理施設、運用環境安定化施設、研究研修施設又は高付加価値化施設のうち、工
事請負契約及び委託契約による場合は、県内事業者に発注するものに限る。ただし、
やむを得ない事由により県内事業者への発注が困難と県が認める場合については、
の限りでない。
５　交付申請（予定）額　　　金　　 　　　　円
６　工業用水使用（予定）量　　　　　　　　　㎥／日
（排水処理施設の場合に記載）

（添付書類）

排水処理施設、運用環境安定化施設又は研究研修施設及びこれらの施設に係る設備の概要を明らかにした書類及び図面
様式第３号（第６条関係）

　　年　　月　　日　
　鳥取県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　申請者　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　企 業 名
　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　㊞　　
○○年度鳥取県産業未来共創事業環境整備補助事業辞退届

　　年　　月　　日付第　　　　　　　　　　　号で通知のあった事業認定を下記の理由により辞退したいので、鳥取県産業未来共創事業環境整備補助金交付要綱第６条第１項の規定により届け出ます。

記

辞退の理由

（添付書類）

事業認定通知書の写し

様式第４号（第７条関係）
　　年　　月　　日　
　鳥取県知事　　　　　様
　　　　　　　　　　　申請者　所 在 地
　　　　　　　　　　　　　　企 業 名
　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　　　　
○○年度鳥取県産業未来共創事業環境整備補助事業認定変更承認申請書
　　　年　　月　　日付第　　　　　　　　　　号で通知のあった事業認定に係る補助事業について、下記のとおり変更をしたいので、鳥取県産業未来共創事業環境整備補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて申請します。

記
１　企　業　名
２　本社所在地
３　事業計画の概要
（１）場所
（２）新設又は増設の別
  （３）生産品目
（４）生産量及び生産額
（５）従業員数
（６）事業開始（予定）年月日
（７）事業完了（予定）年月日
（８）操業開始（予定）年月日
４　算定基準額

	区　　分
	数　量
	金 額（千円）
	摘　　　要

	土　　　地
	
	
	

	建　　　物
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	機 械 装 置
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	その他償却資産
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	合　　　計
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	他の補助金の活用の有無　　（　有　・無　）

	他の補助金の額
	
	
	当該補助金に係る問い合わせ先

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	


　 　※「金額」欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入する

こと。

　　　※ 他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をすること。

「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。

（注）排水処理施設、運用環境安定化施設、研究研修施設又は高付加価値化施設のうち、工事請負契約及び委託契約による場合は、県内事業者に発注するものに限る。ただし、やむを得ない事由により県内事業者への発注が困難と県が認める場合については、この限りでない。
５　交付申請（予定）額　　　金　 　　　　　　円
６　工業用水使用（予定）量　　 　　　　　　　㎥／日　
（排水処理施設の場合に記載）

（添付書類）

（１）排水処理施設、運用環境安定化施設、研究研修施設又は高付加価値化施設及び設備の変更の概要を明らかにした書類及び図面

（２）事業認定通知書の写し
様式第６号（第８条関係）
　　年　　月　　日　
○○年度産業未来共創事業環境整備補助事業報告書
１　企　業　名
２　本社所在地
３　事業計画の概要
（１）場所
（２）新設又は増設の別
  （３）生産品目
（４）生産量及び生産額
（５）従業員数
（６）事業開始（予定）年月日
（７）事業完了（予定）年月日
（８）操業開始（予定）年月日
４　算定基準額
	区　　分
	数　量
	金 額（千円）
	摘　　　要

	土　　　地
	
	
	

	建　　　物
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	機 械 装 置
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	その他償却資産
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	合　　　計
	
	
	

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	

	他の補助金の活用の有無　　（　有　・無　）

	他の補助金の額
	
	
	当該補助金に係る問い合わせ先

	
	うち排水処理施設に係るもの
	
	
	

	
	うち運用環境安定化施設に係るもの
	
	
	

	
	うち研究研修施設に係るもの
	
	
	

	
	うち高付加価値化施設に係るもの
	
	
	


　 　　 ※「金額」欄は、すべて消費税を除いた額で、千円未満を切り捨て千円単位で記入

すること。

※ 他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をすること。

「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載すること。

（注）排水処理施設、運用環境安定化施設、研究研修施設又は高付加価値化施設のうち、工事請負契約及び委託契約による場合は、県内事業者に発注するものに限る。ただし、やむを得ない事由により県内事業者への発注が困難と県が認める場合については、この限りでない。
５　交付申請（予定）額　　　金　　　　　　円
６　工業用水使用（予定）量　　　 　　　　　㎥／日　
（排水処理施設の場合に記載）

（添付書類）

（１）排水処理施設、運用環境安定化施設、研究研修施設又は高付加価値化施設及び設備の概要を明らかにした図面
（２）排水処理施設、運用環境安定化施設、研究研修施設又は高付加価値化施設の整備に係る売買契約書、工事請負契約書及び領収書等の投資額を証する書類の写し

（３）事業認定通知書の写し
